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第 1章 序論
第 1節 はじめに
我が国においては近時，時効期間の合意による変更は認められる，また
は，明文の規定をもってこれを認めるべきであるといった議論が散見され
る。
(１)
今般の民法（債権関係) 改正においては，消滅時効制度に関する規定
の大幅な変更がなされており，改正論議においては「時効期間の合意によ
る変更」についても議論がなされていた。もっとも，結果的に，今回の改
論
説
新フランス時効法における
時効期間の合意による変更
フランス法の現状と問題点の分析
川 上 生 馬
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 265(1057)
(１) 我妻栄『新訂 民法総則』(岩波書店，1965年) 452453頁，幾代通
『民法総則』(青林書院，1984年) 548549頁など。なお，我が国の議論状
況については，吉井啓子「時効期間に関する合意」椿寿夫編著『強行法・
任意法でみる民法』(日本評論社，2013年) 7678頁，拙稿「時効期間の合
意による変更―2008年フランス時効法改正以前の議論を中心に―」法と政
治67巻 4 号 (2017年) 61127頁を参照されたい。
第 1章 序論
第 2章 2008年改正の趣旨と議論
第 3章 2008年改正後の議論状況―裁判例を中心に―
第 4章 分析
正において，時効期間の短期化・
(２)
統一化は
(３)
なされるが,「時効期間の合意
による変更」の導入は見送られることとなった。
(４)
他方，本稿で分析するフランス法においては，2008年 6 月17日の法律
により，一般の時効期間は30年から 5 年へと改められ，また,「時効期間
の合意による変更」が民法典2254条に
(５)
規定された。詳しくは後述するが，
同条の改正趣旨につき元老院第一読会では，すでに改正前から判例上，時
効期間の合意による変更が認められており，学説もそのように解釈してい
たと説明されていた。そのため，時効期間の合意による変更は一般的に認
められているものであるとされた。しかしながら，前稿で確認したとおり，
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266(1058) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(２) 改正民法166条 1 項は，債権者が権利を行使することができることを
知った時から 5年間行使しないとき，または，権利を行使することができ
る時から10年間行使しないときは，権利は時効によって消滅すると定めて
いる。取引一般においては，自身の債権を行使することができる時を知っ
ている，もしくは，契約時に行使することができるのが一般であるところ，
改正により，実質的に消滅時効の一般期間は10年から 5年へと短期化され
たといえるであろう。
(３) 現行民法170条から174条に規定されている短期消滅時効および商事時
効は廃止されることとなる。
(４) 消滅時効に関する新法の内容については，潮見佳男『民法 (債権関係)
改正法の概要』(金融財政事情研究会，2017年) 3652頁，山野目章夫『新
しい債権法を読みとく』(商事法務，2017年) 6373頁，中田裕康ほか『講
義 債権法改正』(商事法務，2017年) 2637頁などに詳しい。
(５) 2254条 1 項「時効期間は，当事者の合意によって短縮または延長され
得る。ただし， 1年未満に短縮，または10年を超えて延長することはでき
ない｡」
同条 2項「当事者は，合意によって時効の中断または停止事由を追加す
ることができる｡」
同条 3項「賃金，定期金，定額小作料，扶養定期金，賃料，賃借人の負
担費用または貸金利息に関する支払訴権または返還訴権，１年毎または１
年より短期の期間で定期的に支払うべきものに関する支払訴権については，
前 2項の規定は適用しない｡」
改正前の裁判例にみられた事案は限定的なものであった。すなわち，時効
期間の合意による短縮が認められていた場面としては，保険契約の保険金
請求権，運送契約における料金の返還請求権に関する期間であった。これ
ら裁判例において時効期間に関する合意についてはすべてあらかじめ契約
条項 (約款) に盛り込まれており，裁判所が当該条項を有効であると判断
していたのである。ただし，保険契約における短縮条項に関しては，あま
りに短期間とする条項が横行したため，1930年 7 月13日の法律によって
時効期間は 2 年と固定され (1930年法制定前は 5 年や10年, 長ければ30
年であった)，これを短縮する合意は認められないとされた。また，時効
期間の合意による延長については，時効期間を 5 年から10年へと延長す
るような直接的延長については請負契約における請負人の瑕疵担保責任の
期間の延長，時効期間そのものに関する合意以外で時効期間を延長するよ
うな間接的延長については当事者間で時効の進行停止を合意していた場合
などであった。また，学説においては，原則的には裁判例と同じ立場が示
されていたが，時効期間の直接的延長に関しては短期消滅時効は公序に基
づかない時効であるため，当該短期時効期間を延長する合意は認められる
と考えられていた。ただし，上限期間として一般の消滅時効期間である30
年は超えることはできないとされていた。これら裁判例・学説を分析した
結果，改正前において時効期間の合意による変更を認めるか否かに関して
は，時効期間の性質 (権利の性質) や契約の種類 (附合契約) が影響して
いたと考えられることを指摘し，また，時効期間の合意による変更が広く
一般に行われていたわけではなかったことも示した。
(６)
以上のように一定の要素に着目して判断されていたと考えられる時効期
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 267(1059)
(６) 2008年改正以前のフランス時効法の内容については，齋藤由起「時効
における合意の自由」阪大法学66巻 3・4 号 (2016年) 185218頁，拙稿・
前掲注(１)61127頁を参照されたい。
間の合意による変更について，先にも述べた通り，2008年改正によって
一般的に認められることとなった。そのため，このような改正がなされた
フランス法の改正時の議論，改正後の状況を分析することで，時効期間の
合意による変更の有する意義や時効期間の短期化・統一化との関係性を明
らかにすることができるのではないであろうか。そこで，本稿では，改正
時の議論や改正後の裁判例等を概観することで，時効期間の合意による変
更がどのように評価され，また，どのような問題をはらんでいるのかを整
理し，今後の検討課題を明らかにしたい。
以下ではまず，我が国における民法 (債権関係) 改正に関する議論を概
観しておき，議論状況を簡単に把握したうえで，改正後のフランス法の考
察を行う。
第 2節 民法 (債権関係) 改正時における議論概要
時効期間の合意による変更については，法制審議会民法 (債権関係) 第
12回会議および第34回会議に
(７)
おいて，重点的な議論がなされた。そこで，
まずは，消滅時効制度改正の必要性がどのように指摘されていたのかを確
認し，次に，消滅時効期間および時効期間の合意による変更に関する議論
を考察する。
第 1款 消滅時効制度改正の必要性
法制審議会民法 (債権関係) 部会の部会資料 2 「民法 (債権関係) の
改正検討事項の一例 (メモ)」では，消滅時効制度改正の必要性は以下の
ような流れで説明されている。まず，債権の発生原因に基づいて設けられ
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268(1060) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(７) 以下，会議については第○○回会議とし，部会資料についても部会資
料○○とする。
ている短期消滅時効について,「このような区分を設けることの合理性に
はそもそも疑問があるという指摘がされている｣。また,「実務的にも，あ
る債権がどの区分に属するかを逐一判断する必要が生じて煩瑣である上，
その判断が容易でない例も少なくない等の問題点が指摘されている｣。こ
のような指摘を踏まえて,「債権の消滅時効期間については，短期消滅時
効の制度を廃止して時効期間の統一化を図る方向で，検討する必要がある」
とされた。そこで，この短期消滅時効廃止とあわせて提案されたのが，原
則的な時効期間の短期化である。すなわち,「仮に短期消滅時効を廃止し
つつ，原則10年という債権の時効期間 (民法第167条第 1 項) は現状を維
持するとすれば，多くの事例において時効期間が大幅に長期化する結果と
なるので，一般の消滅時効期間についても，併せて見直しの対象とする必
要がある」との提案である。さらに，時効期間を短期化するとすれば，時
効の起算点，中断・停止にも影響があるとのことから，消滅時効制度全般
についての改正が求められるとされた。
(８)
したがって，部会資料からすると，
今回の消滅時効制度改正の核は短期消滅時効制度の廃止にあったこととな
る。
第 2款 消滅時効期間の短期化と時効期間の合意による変更
以上のような提案に従って，消滅時効制度の総合的な見直しがなされる
こととなり，その過程において，時効期間の短期化・統一化および合意に
よる変更に関する議論も行われた。以下では，時効期間の合意による変更
に関する議論がなされていた第12回会議，第34回会議の議事録をもとに
(1) 短期消滅時効制度の廃止と一般の時効期間の短期化，(2) 時効期間
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 269(1061)
(８) 消滅時効制度改正の必要性については，金山直樹「時効法の課題」金
山直樹編『消滅時効法の現状と改正提言』別冊 NBL122号 (商事法務，
2008年) 4 頁以下等でも示されている。
の合意による変更に関する議論を概観する。
(1) 短期消滅時効制度の廃止と一般の時効期間の短期化
短期消滅時効制度の廃止と一般の時効期間の短期化に関する議論は，大
別すると以下のようになる。第 1 は，そもそも短期消滅時効制度を廃止
すべきであり，それに応じて一般の消滅時効期間を短期化すべきであると
する考えで
(９)
ある。その理由としては，商工会議所等でしばしば相談にあが
る内容として，短期消滅時効の適用の有無，自身の債権には何年の時効期
間が適用されるのかというものが多く，このことから，時効制度を煩雑に
規定せずにわかりやすいものにすべきというものがあげられる。
(10)
また，短
期消滅時効制度の前近代的な性格を批判し，同制度の廃止とこれによる弊
害への対応としての短期化を主張するものもある。
(11)
そして，短期化された
一般の消滅時効について，いかなる存在理由が妥当するかを述べる。
(12)
第 2 に，現行の短期消滅時効制度を廃止しつつ，新たに必要性のある
ものについての短期消滅時効を置きなおすべきであるとする考えである。
これは，第 1 の考えと同じく，現行の短期消滅時効制度の廃止を唱える
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270(1062) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(９) 第12回会議 山野目幹事・大島委員発言
(10) 第12回会議 大島委員発言
(11) 第12回会議 山野目幹事発言
(12) 山野目幹事は,「短い期間にしたときに，消滅時効制度について従来
言われてきたところの，権利の上に眠る者は保護しないという考え方はお
よそ採ることができませんし，失権を実質的に正当化することに無理が残
ると思われます。そのように考えますと，およそ消滅時効の本質は，時間
の経過による事実関係のあいまい化から生ずる危険と負担から人々と社会
を解放するという考え方で消滅時効をとらえるということが，一つの有力
な考え方として注目に値するのではないかと考えます｡」として，改正後
における消滅時効制度の存在理由について一定の見解を示されている。
(第12回会議 山野目幹事発言)
が，完全に同制度を廃止するのではなく，新たに現代の取引社会に応じた
期間を設けるという可能性を示すものである。
(13)
また，一般の時効期間の短
期化についても，短期消滅時効制度の廃止ありきで議論をすべきではない
と主張する。
(14)
このほか，消費者保護の観点から短期化すべきではない，
(15)
時効期間の統
一化・短期化についての積極的論拠に欠ける，
(16)
時効の起算点の取り扱いと
合わせて議論すべきな
(17)
ど，議論は多岐にわたっていたが，様々な視点が示
されたにとどまり，統一的見解は構築されなかった。
その後，部会資料31の「第 1 消滅時効 1 時効期間と起算点」において
以下のような案が提示された。
論
説
第１ 消滅時効
１ 時効期間と起算点
(1) 職業別の短期消滅時効 (民法第170条から第174条まで) の廃止
ア 民法第170条から第174条までの規定 (短期消滅時効) は，削除する
ものとしてはどうか。
イ 民法第170条から第174条までの規定を削除するとした場合に，職業
別の区分に代わる新たな短期の消滅時効を設けるかどうかについては，
以下のような考え方があり得るが，どのように考えるか。
【甲案】 一定の債権を対象とする新たな短期の消滅時効は設けないも
のとする。
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 271(1063)
(13) 第12回会議 能見委員発言
(14) 第12回会議 松本委員発言
(15) 第12回会議 岡田委員発言
(16) 第12回会議 中井委員発言
(17) 第12回会議 鹿野幹事発言
以上の案に対しては，短期消滅時効の廃止につき,「現行民法で職業別
に時効期間が細かく定められていることが，制度を分かりにくくしている
一因ではないかとも思われますので，現行の短期消滅時効を廃止して，時
効制度を分かりやすくするという方向性については賛成したい」
(18)
としつつ，
主観的起算点導入については，起算点の判断が困難となることを問題視し，
客観的起算点を維持すべきとの考えがある。
(19)
また，破綻した金融機関の責
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【乙案】 元本が一定の額に満たない債権について，短期 (例えば，権
利を行使することができる時から 2 年間) の消滅時効を設けるものと
する。
【丙案】 消費者契約に基づく事業者の消費者に対する債権について，
短期 (例えば，弁済期から 3年間) の消滅時効を設けるものとする。
(2) 債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点 債権の消滅時
効における時効期間と起算点の原則について，以下のような 考え方が
あり得るが，どのように考えるか。
【甲案】 「権利を行使することができる時」という客観的起算点 (民
法第 166条第 1項参照) を維持した上で，時効期間を比較的短期 (例え
ば 5年間) とする。
【乙案】 債権者の認識等の主観的事情を考慮した起算点 (主観的起算
点) から始まる［ 3年／ 4年／ 5年］という短期の時効期間と,「権利
を行使 することができる時」という客観的起算点 (民法第166条第 1項
参照) から始まる長期 (例えば10年間) の時効期間とを併置するもの
とする。
272(1064) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(18) 第34回会議 大島委員発言
(19) 第34回会議 大島委員発言
任者への責任追及の場面において10年ほど前の不正融資事件への追及な
どが多数みられることを理由に，そもそも原則的時効期間を短期化せずに
10年のままにしておくべきとの考えも
(20)
示された。さらに,「短期の消滅時
効というのを廃止して，一つは商事の消滅時効，それでカバーされないよ
うな事業者間の債権については新たに 5 年の時効というものを新設し，
それから消費者関係のもの短期消滅時効を考える」として，新たに現代の
取引に応じた時効期間を定めるべきとの考えな
(21)
ど，多くの意見が出された。
このように様々な視点から議論がなされたが，第34回会議においても議
論は錯綜したままであった。
その後も時効期間と起算点の問題については，第63回会議，第74回会
議，第88回会議，第92回会議，第95回会議において議論された。その結
果，短期消滅時効期間の廃止と時効期間の短期化 (二重期間の設定) を盛
り込んだ改正法案が策定され，法案どおりの内容で国会を通過し，消滅時
効制度は改正されることとなった。
(22)(23)
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 273(1065)
(20) 第34回会議 佐藤関係官発言
(21) 第34回会議 能見委員発言
(22) 時効期間の統一化を巡る改正論議の動向については，草野元己「民法
改正案における時効規定の検討 時効期間の統一化の問題を中心に」法
律時報88巻 2 号 (2016年) 107頁以下に詳しい。
(23) 加賀山茂「民法 (債権関係) 改正法案の問題点と修正の必要性 (その
１) 短期消滅時効を廃止し，保証人の責任を加重する改正案の削除提案
(民法改正)」消費者法ニュース107号 (2016年) 184187頁では，短期消滅
時効廃止により消費者に不利な結果がもたらされかねないこと，また，法
状況の異なるフランスやドイツの改正を根拠とすることに合理性がないこ
とを理由に，我が国において短期消滅時効制度を廃止すべきではないとの
見解が示されている。
(2) 時効期間の合意による変更
時効期間の合意による変更に関しては, 部会資料14 ｢第 2 消滅時効」
(5) において，以下のような提案がなされた。すなわち,「当事者間の合
意で法律の規定と異なる時効期間や起算点を設定することの可否について，
現行法の下では，時効制度が公序であるかどうか等をめぐって議論がある
ところであり，時効完成を困難にする合意は無効であるが，容易にする合
意は有効であるとする見解などが示されているものの，学説は必ずしも安
定しているとは言えない。そこで，この点について立法的な解決を図るべ
きであるという考え方があり，例えば，原則として合意による時効期間等
の変更を認めつつ，必要な限定を設ける考え方などが提示されているが，
どのように考えるか」というものである。この提案を受け，時効期間に関
する合意を認めるべきであるかについては，大きく分けて 6 つの視点が
示されていた。すなわち，①事業者間取引においても経済的力関係が存在
することを踏まえるべきであるとする考え，
(24)
②契約・権利の性質を考慮す
べきとする考え，
(25)
③当事者間でなされた時効期間の合意と第三者との関係
性を考慮すべきとする考え，
(26)
④原則として合意を認めつつも限界を設ける
べきとする考え，
(27)
⑤権利行使期間との関係について言及する考え，
(28)
⑥そも
そも力関係があることを考慮して，合意を認めるべきでないとする考えで
(29)
ある。
①②の考えは，時効期間変更条項が濫用されることを危惧したものであ
り，消費者・弱者保護の視点を盛り込むべきであるとする。③の考えは，
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(24) 第12回会議 大島委員・奈須野関係官発言
(25) 第12回会議 新谷委員発言
(26) 第12回会議 木村委員発言
(27) 第12回会議 鹿野幹事・沖野幹事・高須幹事発言
(28) 第12回会議 道垣内幹事・岡委員・山本敬三幹事発言
(29) 第12回会議 岡田委員発言
当事者が時効期間を合意により変更していた場合に当該債権を何らかの原
因により取得した第三者 (債権譲渡など) との関係が複雑になってしまう
こと，また，債権管理が複雑になることを危惧するものである。④の考え
は，合意の限界期間 (上限・下限) を設けることにより，消滅時効制度の
持つ私益的性質と公益的性質の均衡を図ろうとするものである。⑤の考え
は，従来，権利行使期間を当事者が合意により変更することは認められて
きたにもかかわらず，何故，消滅時効期間についての合意は認められない
のかとの点について十分な説明がなされていないことを指摘する。また，
合意を認めることにより債権管理が複雑になるといった指摘がみられるが，
同様のことは権利行使期間に関する合意においてもいえるとも指摘する。
⑥の考えは，力関係のある当事者間での契約において時効期間の合意によ
る変更を認めてしまうと，弱者に不利な時効期間が設けられてしまうこと
を危惧するものである。
以上の議論を受け，部会資料31においては，以下のような案が示され
た。
論
説
(7) 合意による時効期間等の変更
ア 合意によって法律の規定と異なる時効期間や起算点を定めることの
可否について，以下のような考え方があり得るが，どのように考える
か。
【甲案】 時効期間を延長する合意［その他時効の完成を困難にする合
意］は無効とする旨の規定を設けるものとする。
【乙案】 時効期間を短縮する合意が許容される旨の規定を設けるが，
その際に，①弁済期から１年に満たない時効期間の合意は無効とする
こと，②時効期間の短縮が濫用的に行われることが想定される一定の
債権を対象から除外することを併せて規定するものとする。
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 275(1067)
これら案のうち，いずれを採用すべきか議論が展開されたが，その多く
は丁案を採用するというものであった。ただし，丁案を採る理由は区々で
あった。たとえば，消費者にとって不利である点を指摘する考えや
(30)
，労働
者にとって不利であるとする考えで
(31)
ある。また，消滅時効制度は債務者を
弁済の証拠の保存の負担から解放するものであり，私益のための制度であ
ると捉えたうえで，時効期間に関する民法の規定を任意法規として規定し，
原則自由に合意により変更できるとし，ひどいものについては民法90条
で対処するという考えも示された。
(32)
他方で，全くの任意規定とするのは問
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【丙案】 債権発生の時までに限り，時効期間の延長・短縮や起算点を
変更する合意が許容される旨の規定を設けるが，その際に，①合意で
定める時効期間は債権を行使することができる時から［ 1年／ 6か月］
以上，10年以下でなければならないこと，②合意で定める起算点は，
債権を行使することができる時以後でなければならないことを併せて
規定するものとする。
【丁案】 合意による時効期間等の変更に関する規定は設けないものと
する。
イ 合意によって法律の規定と異なる時効期間や起算点を定めることが
許容される旨の規定を設ける場合において，消費者契約に基づく債権
については，法律の規定よりも消費者に不利なもの (例えば，消費者
の事業者に対する債権の時効期間を短縮するもの) は無効とする旨の
規定を設けるという考え方があり得るが，どのように考えるか。
276(1068) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(30) 第34回会議 岡田委員発言
(31) 第34回会議 安永委員発言 (筒井幹事代読)
(32) 第34回会議 岡本委員発言
題であるが議論が不十分であるため，今現在，確定的な案を示すことはで
きないとする慎重な意見も
(33)
あった。また，第三者が登場した際にどう扱う
べきであるかや，実務上なされている権利行使期間の合意とは異なる点が
認められるな
(34)
ど，第12回会議でみられた議論も継続してなされていた。
以上のように，第一読会から通して様々な視点が示されるにとどまり，
中間試案のたたき台が提示された時点で,「時効期間の合意による変更」
の問題は取り上げられないまま今回の改正法案が国会を通過した。結局の
ところ，統一的見解は見出されなかったが，時効期間の合意による変更に
関連して起こり得る問題点や時効の存在理由，時効制度の在り方について
の様々な視点が示されたことで,「時効期間の合意による変更」が消滅時
効制度の在り方に大きく影響するものであり，どのように扱うべきである
かを明確にする必要性が明らかとなったといえよう。
法制審議会においては，以上のように様々な問題点が指摘されていたが，
それでは，これまでの我が国における判例・学説においては時効期間の合
意による変更についてどのような議論がなされていたのであろうか。次節
において簡単に確認しておく。
第 3節 わが国における「時効期間の合意による変更」の判例・学説
わが国において，時効期間の合意による変更に関する裁判例はほとんど
見られないが，利益配当金請求権の権利行使期間に関する判例として，大
審院昭和 2 年 8 月 3 日民集 6 巻484頁がある。事案は以下のとおりである。
上告人 (控訴人，原告) は，被上告会社 (被控訴人，被告) の株主とし
て490株 (払込金 2 万4500円) を有しており，大正 7年度の株主総会決議
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 277(1069)
(33) 第34回会議 高須委員・岡委員発言
(34) 第34回会議 深山幹事発言
によって払込金額の 1 割に相当する利益金2450円の支払いを受ける権利
を取得したため，被上告人に対して配当金支払請求を行った。これに対し，
被上告人は，たしかに上告人は株主であり，大正 7 年度には配当金の支
払いをなすとの株主総会決議も存在したが，定款には，株主配当金は支払
期日より満 5 年を経過すれば支払いを要しないとの規定があり，上告人
の請求は 5 年以上経過してからなされたものであるので認められないと
主張した。
本件においては，この株主配当金の行使に関する期間を定款により定め
ることが，時効に関する民法の公益規定に反するものとして無効であると
争われた。これにつき原審は，時効に関する民法の規定は原則として公益
に関するものであって，当事者はこれに反する定めを設けることはできな
いが，時効期限を短縮することは公益に反しないため有効であるとした。
このような原審の判断に対し，大審院は，判決理由において，次のように
述べた。すなわち，当事者が特約をもって権利の行使期間を制限し，一定
の期間内に請求しない場合には，その権利ははじめから成立していなかっ
たもしくは期間経過とともに当然に消滅すると定めることはその権利の本
質に反するものではなく，また公序良俗に反しない限りできないものでは
ない。そのように述べ，本件において合意された期間を時効期間の短縮を
目的としたものであるとする必要はないとし，本件合意は権利行使期間の
制限に関する合意であるとした。もっとも，いかなる基準により権利行使
期間であるか時効期間であるかを判断したのかは明らかにされておらず，
また，両期間の差異についても言及されていない。
他方，学説においては，権利行使期間の合意が認められるため，時効期
間の合意による変更も認められるとの考えが
(35)
ある。他には，時効期間の合
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278(1070) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(35) 岡松参太郎『註釈 民法理由 上巻 総則編』(有斐閣，訂正12版，1899
意による変更は認められないが，無効行為の転換として，当該合意を権利
行使期間の合意として扱うことで結果的に有効な合意となるとする見解が
(36)
示されてきた。また，近時の学説においては，問題となる債権の社会的属
性によって時効期間の合意による変更を判断すべきであるとの考えや
(37)
，時
効は私益にもかかわる制度であるため，一定の制限内において合意を認め
るべきであるといった考えと
(38)
いった，より細やかに条件・限界にまで言及
する学説がみられるようになった。しかしながら，法制審議会での議論同
様，議論の一致をみない状況が現在まで続いているといえる。
(39)
第 4 節 小括
以上みてきたとおり，我が国においては従来から時効期間の合意による
変更に関する議論があり，今般の債権法改正においてもその導入について
議論がなされてきたものの，議論の一致をみなかった。これまでの我が国
における議論においては，消滅時効制度の趣旨 (公益か私益かという観点)
からアプローチするものや，合意を認めることを前提としつつ，これを制
限する根拠として契約当事者の力関係に着目するものなど，分析の視点が
区々であったのではないであろうか。このように，これまでの学説におい
ては，いずれかの視点から分析がなされているが，一貫した分析は十分に
はなされてこなかったように思われる。言い換えれば，いかなる視点から
分析すべき問題であるかということが明確にされていない状況にあるとい
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 279(1071)
年) 373374頁，幾代・前掲注(１) 548549頁。
(36) 舟橋諄一『民法総則』(弘文堂，第 5版，1955年) 171172頁。
(37) 金山直樹「権利の時間的制限」ジュリスト1126号 (1998年) 233234
頁。金山教授は，その例として消費者保護の観点を挙げられる。
(38) 鹿野菜穂子「時効における公益と私益」慶應法学12巻 (2009年) 261
頁以下，特に282283頁。
(39) 吉井・前掲注(１)7678頁，拙稿・前掲注(１)6467頁参照。
えるのではないであろうか。とりわけ，そもそも「時効期間の合意による
変更」の意義・機能やその容認 (明文をもっての導入もしくは解釈による
承認) の必要性についての議論が不足しているように思われる。
そこで，次章では，フランス法において時効期間の合意による変更が導
入された経緯について分析した上で，第 3 章では，2008年改正によって
時効期間の合意による変更を導入したフランスにおいて，いかなる点につ
いて訴訟が起こっているのかを明らかにする。それらを踏まえ，同制度に
関して議論する際の分析の視点を探る手掛かりを抽出したい。
第 2章 2008年改正の趣旨と議論
2008年 6 月17日の法律により，フランス消滅時効制度は大幅に改正さ
れた。ここでは，改正法の草案であるカタラ草案をもとに改正趣旨を確認
した上で，同草案に対する破毀院ワーキンググループの反応を取り上げる。
そして，前稿でも取り上げた元老院での議事の流れを確認し，2008年改
正における「時効期間の合意による変更」規定 (2254条) の位置づけを
考察する。
第 1節 カタラ草案
カタラ草案およびその改正趣旨を示したものによると，時効法改正の趣
旨としては，(1) 期間の長さ，(2) 期間の多様性，(3) 規定の複雑さ，
という以上の 3点を克服することにあるとされる。
(40)
まず，(1) 期間の長さの問題についてである。1804年民法典制定時よ
り，消滅時効期間のうち，一般期間 (普通期間) は30年とされていた。
(41)
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(40) Avant-projet dedu droit des obligations et du droit de la prescrip-
tion, http: //www. justice. gouv. fr/art_pix /RAPPORTCATALASEPTEMBRE
2005.pdf, pp. 171184. 2018年 4 月 2 日閲覧。
しかしながら，このような期間は人の活動を停滞させるほど過度に長い期
間であり，時代の流れ (技術の発達) は期間の短縮を求めているとされて
いた。時効期間があまりにも長すぎるとの批判は，従来よりなされてきた
ものであり，
(42)
また，近時の諸外国における改正において時効期間が大幅に
短期化されたことも受けて，一般期間を短期化すべきであるとの提案がな
されたものと考えられる。具体的には，2002年に改正されたドイツ債務
法や
(43)
ヨーロッパ契約法原則，
(44)
ユニドロワに
(45)
ならって 3 年とすべきである
との提案がなされていた。
(46)
次に，(2) 期間の多様性についてである。草案の趣旨説明によると，
改正前民法典においては，時効期間に関する規定は多岐にわたっており，
３か月， 6 か月， 1 年， 2 年， 3 年， 4 年， 5 年，10年，20年，30年と
いう期間が存在していた。このような期間の多様性が時効法の混沌とした
状況を招いているため，この状況を打破すべく，短期消滅時効を統一すべ
きであるとされた。
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 281(1073)
(41) 旧2262条「すべての訴権は物的であれ人的であれ，30年で時効にかか
る｡」
(42) M. PLANIOL et G. RIPERT, Droit civil , 2e 	
., 1954, n1329, p.
737 ; H. MAZEAUD et al.,de droit civil, TomeII, 7e	
., par F. CHABAS,
Montchrestien, 1985, n1173, p. 1179 ; A. , Droit des obligations,
6e 	
., 1997, n893, p. 541 ; F.et al., Droit civil Les obligations, 9e 	
.,
Dalloz, 2005, n1477, p. 1391, etc.
(43) ドイツ債務法195条「通常の消滅時効期間は， 3年である｡」
(44) ヨーロッパ契約法原則14：201条「一般の時効期間は， 3年である｡」
(45) ユニドロワ国際商事契約原則2004第10.2 (1) ｢一般時効期間は，債権
者の権利を行使可能にする事実を債権者が知り，または知るべきであった
日の翌日から起算して 3年とする｡」
(46) 改正後は,「人的訴権または動産に関する物的訴権は，権利者がその
権利の行使を可能とする事実を知り，または知るべきであった時から，５
年で時効にかかる｡」として，一般期間は５年とされた。
最後に，(3) 規定の複雑さについてである。草案担当者によると，時
効の起算点や中断・停止，契約の自由や裁判官の職権に関する諸規定の内
容および概念の曖昧さが原因で訴訟が引き起こされている。また，時効期
間以外の期間として定められる，予定期間 (	
)・権利行使期間
(47)
(de forclusion)・保証期間 (de garantie)・手続期間 (de
		) と時効期間との差が不明確であることを理由としても，訴訟
が頻繁に提起されているとされており，このような状況を解消すべく，各
規定につき改正する必要があるとされた。
以上のような改正趣旨の中で,「時効期間の合意による変更」の導入も
併せて提案された。カタラ草案2235条２項は「時効期間は，当事者また
は法定代理人の合意によって短縮または延長され得る。ただし， 1 年未
満に短縮，または10年を超えて延長することはできない｡｣ との規定を置
くというものであった。では，なぜ,「時効期間の合意による変更」に関
する規定を導入する必要があるとされたのか。これについては，一般の時
効期間を 3 年 (改正により実際には 5 年とされた) とすることにより生
じる弊害を回避するためであるとの説明がなされていた。具体的な場面と
しては，以下の 2 例が挙げられていた。①これまで保険会社に対する保
険金請求権の消滅時効期間は 2 年とされていたものが，３年に延びるこ
とになると，保険会社にとっては不利益な改正になるため反発が起きる，
②労働者はこれまで賃金請求権については 5 年間行使することができた
が，改正により 3 年となってしまうと，従来に比べ自身の権利が早期に
時効にかかってしまうとの反発が起きる，
(48)
というものである。このような
実務からの反発に対し，上記の改正趣旨は，当事者による時効期間の変更
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282(1074) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(47) 本稿では便宜上，forclusion については権利行使期間と訳することと
するが，この点に関しては別途考察の機会を設けることとする。
(48) Avant-projet, supra note 40, p. 174.
を可能とすることで，従来通りの時効期間を用いることができ，その結果
として，不利益を回避することができるとの趣旨であると理解することが
できる。
(49)
カタラ草案に関しては，破毀院ワーキンググループが意見書を出してい
る。その中で，時効期間の合意による変更について，まず，そもそも時効
期間の延長は禁じられているとする。そのうえで，草案において時効期間
の合意による変更が 1 年から10年の間に限定されていることを確認しつ
つ，時効期間の合意による変更を認めると，1930年法制定前の保険契約
において生じていたのと同様の問題が起こるとする。すなわち，弱者にとっ
て危険性のある合意 (保険会社に有利な条項の合意：筆者注) がその者に
強いられるという問題である。そうした恐れがあるため，全会一致で反対
するとの意見が出されている
(50)(51)
。
第 2節 元老院第一読会
カタラ草案につき詳細な議論が行われた元老院第一読会の議事録による
と，学説上，時効期間の合意による延長は時効期間満了前の時効利益の部
分放棄にあたるため，時効利益の事前放棄の禁止を定めた旧2220条に
(52)
抵
触し認められないとされていた。他方で，破毀院が時効の進行停止による
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(49) 以上の改正趣旨については，金山直樹・香川崇「フランスの新時効法
混沌からの脱却の試み」金山直樹編『消滅時効法の現状と改正提言』
別冊 NBL122号 (2008年) 165頁以下に詳しい。
(50) Rapport du groupe de travail de la Cour de cassation Sur l’avant-projet de
du droit des obligations et de la prescription 15 juin 2007.
(https://www.courdecassation.fr/institution_1/autres_publications_discours_
2039/discours_2202/groupe_travail_10699.html) 2018年 4 月20日閲覧。
(51) 齋藤・前掲注(６) 199200頁においても紹介されている。
(52) 旧2220条「時効は事前に放棄することができない。時効期間が満了し
た時効は放棄することができる｡」
間接的な期間の延長を認めており，そのような形での時効期間の合意によ
る延長が認められていたとする。また，時効期間の合意による短縮は，債
権者から訴える余地を奪い去る場合を除けば，債務者を証拠保全の負担か
ら早期に解放するものであるため，破毀院及び学説において有効とされて
いたとする。ただし，例外的に，保険契約に適用される 2 年の法定期間
は強行的な期間 (	
) であり，被保険者を保護するための期間
であることから，合意によりこれを短縮することはできないとする。くわ
えて，附合契約に関しても，時効期間の短縮が約款を承諾する側である当
事者に強いられる場合には，当該短縮条項は濫用的なものと判断され，時
効期間に関する合意は無効とされるとも述べられている。
(53)
以上のような状況をふまえて，カタラ草案に関する検討がなされた。そ
の中で，委員である Michel Dreyfus-Schmidt は賃金債権やその他一定の
定期的な債権については時効期間の合意による変更を禁止すべきであると
主張した。これを受け，その後の国民議会第一読会，
(54)
元老院第二読会を
(55)
経
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(53) Rapport fait au nom de la commission des Lois constitutionnelles, de

, du suffrage universel, du 
et d’administration 	
sur la proposition de loi de M. Jean-Jacques HYSET portant 		de la
prescription en 
	civile, Par M. Laurent , 
	, N83,

, Session extraordinaire de 20072008, Annexe au 	-verbal de la
du 14 novembre 2007 (http://www.senat.fr/rap/l07083/l07083_mono.
html)
2018年４月20日閲覧。
(54) Rapport fait au nom de la commission des lois constitutionnelles, de la

et de l’administration	de la	sur la proposition de
loi (n433), 
par le 
, portant 		de la prescription en

	civile, par M. BLESSIG, Nationale, N847 (http://
www.assemblee-nationale.fr/13/rapports/r0847.asp).
2018年４月20日閲覧
(55) Rapport fait au nom de la commission des Lois constitutionnelles, de
て，2254条１項に ｢時効期間は当事者の合意によって変更されうる。た
だし，１年未満に短縮，または10年を超えて延長することはできない｡｣，
2254条 3 項に,「賃金，定期金，定額小作料，扶養定期金，賃料，賃借人
の負担費用または貸金利息に関する支払訴権または返還訴権， 1 年毎ま
たは 1 年より短期の期間で定期的に支払うべきものに関する支払訴権に
ついては，前 2 項の規定は適用しない｡」
(56)
との規定が置かれることとなっ
た。
第 3節 小括
以上みてきたように，カタラ草案において時効期間の合意による変更に
関する規定の導入が提案されたのは，時効期間の短期化・統一化が大きな
影響を及ぼしていたと考えられる (実際には多くの短期消滅時効に関する
規定が残っている)。すなわち，カタラ草案で時効期間の短期化・統一化
が提案された理由は，時効期間を現代の取引にあわせた妥当な長さのもの
へと置き換え，多様化・複雑化した時効期間に関する規定を統一すること
で，時効に関する規定が争いの原因になることを回避することにあった。
そのような目的の下，それまで30年であった一般の時効期間をドイツ法
等に倣って３年とするとの改正案が策定された。この大幅な短期化により
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	
, du suffrage universel, du 
et d’administration 

(1) sur la proposition de loi, PAR NATIONALE,
portant 	de la prescription en civile,
Par M. Laurent , 
, N358, 
, Session ordinaire de
20072008, Annexe au  	!-verbal de la 
!du 28 mai 2008（https://
www.senat.fr/rap/l07358/l07358_mono.html).
2018年４月20日閲覧
(56) これら訴権は，2008年改正前民法典2277条に規定されていた 5年の短
期消滅時効の対象とされていたものである。
生じうる弊害に対処する機能があると期待され，従来判例・学説が認めて
きた時効期間の合意による変更の導入が提案されることとなった。そして，
元老院第一読会等での議論を経て，一般の時効期間は５年とされることと
なり，時効期間の合意による変更に関しては，当初は予定されていなかっ
た一部の訴権に関しては合意による変更を認めないとする2254条 3 項が
追加されることとなった。
第 3章 2008年改正後の議論状況―裁判例を中心に―
以上のような経緯から2008年 6 月17日の法律により，民法典2254条に
時効期間の合意による変更に関する規定が設けられた。しかしながら，先
にも指摘した通り，改正前の裁判例を分析する限りでは，時効期間の合意
による変更が認められていたのは附合契約の場面であり，また，その判断
の際には，権利の性質も考慮されていたものと思われる。これに対して改
正後の裁判例の状況はいかなるものであろうか。明文の規定が設けられた
影響はみられるのであろうか。そこで，本章においては，2254条が設け
られた後の議論状況について，主に裁判例を基に考察を行う。
第 1節 時効の存在理由について
(57)
まず，大幅に時効期間が短期化され，様々な規定が改正された新フラン
ス時効法下において，消滅時効制度がどのように理解されているかについ
て簡単に確認する。
時効の存在理由としては，主に，①公序の保護，②弁済の推定，③証拠
力の喪失，④二重弁済の禁止が挙げられる。まず，①公序の保護について
新
フ
ラ
ン
ス
時
効
法
に
お
け
る
時
効
期
間
の
合
意
に
よ
る
変
更
286(1078) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(57) Y. BUFFELAN-LANORE et V. LARRIBAU-TERNEYRE, Droit civil Les
obligations, 15e ., Sirey, 2017, n725, p. 237；A.	
, Droit des
obligations, 14e ., LGDJ, 2014, n891, p. 645, etc.
であるが，いつまでも債権者が債務者に対して請求することが可能な状況
は認めるべきではなく，一定の期間の経過によって弁済の証拠を有してい
なくとも債務者は訴追されないとする必要があるとする。そのため，期間
の経過をもって，債権者から訴える余地を奪う必要があるとされる。次に，
②弁済の推定については，債権者が請求しなかったということは，債権者
がすでに満足を得ているからであるとする。しかしながら，あくまでも弁
済の「推定」に基づくものであるため，この推定を反対証拠により覆すこ
とは可能であるとされる。そして，このような「推定」は弁済がなされる
までの期間が短いものについて働くものであるため，短期消滅時効の存在
理由として，②を説明する。また，③証拠力の喪失については，古い過去
の事実に関して審理することで生じる裁判所の負担を軽減するために，時
効を用いるとする。最後に，④二重弁済の禁止については，すでに過去に
支払った債務につき (元) 債務者が再び支払請求を受けることを回避する
ものであるとする。この④の存在理由をもって，時効が私益のための制度
であると評価する学説もみられる。
(58)
第 2 節 時効期間の合意による変更に関する学説による評価
以上のように，時効の存在理由については，改正後においても従来と大
きく変わることなく捉えられているといえる。それでは，時効期間の合意
による変更についてはどのように捉えられているのであろうか。学説上は，
条文解説のかたちで改正後の扱いが取り上げられるにとどまるものが大半
ではあるが，
(59)
公序との関係性，権利行使期間 (forclusion) との関係など多
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(58) J. FLOUR et al., Droit civil Les obligations 3. Le rapport d’obligation, 8e
Sirey, 2013, n478, p. 443.
(59) B. FAUVARQUE-COSSON et J.	
, Commentaire de la loi du 17
juin 2008 portant de la prescription en civile, Dalloz, 2008,
角的な検討も行われている。もっとも，本稿では，改正後の状況を把握す
るとの趣旨から，時効期間の合意による変更がもたらす機能や問題につい
てのみ言及している学説のみをその対象とし，多角的な視点からの学説の
検討は別稿に譲ることとする。
第 1款 学説
Stoffel-Munck
(60)
は，時効期間の合意による変更の機能として以下の 2 点
を挙げる。すなわち，第 1 に，合理的な (raisonnable) 制限内で短縮条項
は時代錯誤に陥った長さの期間を修正することができる。これは，仮に法
律上定められている時効期間が長期に及ぶものであり，それが長すぎる場
合に妥当な長さの期間へと当事者が合意により変更できるということを指
していると考えられる。第 2 に，短縮条項は，いかなる時効期間が適用
されるかが曖昧な混成した (hybride) 取引において時効期間を統合するこ
とができるという機能を有している。具体例として運送契約 (期間１年)
と請負契約（期間２年）があわさった形の契約を挙げる。このような例を
挙げていることからすれば，当事者がこのような契約をした場合に，両当
事者間での権利に対していかなる時効期間が適用されるのかが曖昧な場合
があるが，合意による変更を認めれば解消することができることを指して
いると理解できるのではないであろうか。
また，Leveneur
(61)
は，時効期間の合意による変更の機能に関して，まず
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n25, pp. 25192520 ; P. HOONAKKER, La disposition de la prescription, LPA,
2009, n66, p. 19 ; Ph. MALAURIE et al., Droit des obligations, 8e , LGDJ,
2016, n1226, p. 716 ; B. FAGES, Droit des obligations, 9e ., LGDJ, 2016,
n582, p. 490, etc.
(60) Ph. STOFFEL-MUNCK, La prescription extinctive. Lede la	

, La
prescription extinctive de droit 
, 2010, p. 398.
(61) L. LEVENEUR, La de la prescription en 
は改正以前からの取り扱い，次に2254条 1 項の解説を行う。そして，時
効の起算点との関係や2232条に定められている上限期間 (｢時効の起算点
の延期，停止または中断は，その効果として，権利の発生の時から，20
年を超えて消滅時効期間を伸張することはできない｡｣) との関係，さらに
は，なぜ時効により変更することのできる期間が10年とされたのかといっ
た問題について言及している。その中で，時効期間の合意による変更の機
能として，契約当事者間で時効期間を定めることができることはもちろん，
2254条 1 項で合意ができるのは「当事者」であるとされていることから，
契約当事者以外の「当事者」も合意によって時効期間を変更することがで
きると解釈する。例として，契約外債務 (obligation extra-contractuelle)
や取得時効に関しても時効期間の合意による変更が理論的には可能ではな
いかとの見解を示す。
他方で，
(62)
は，時効期間の合意による変更に関して，時効の存在
理由 (公序か私的な性質か) と合意による変更の効果について疑問を投げ
かける。とりわけ，2008年改正が目的としていた時効期間の統一化と時
効期間の合意による変更を認めることが衝突するのではないかと指摘して
いる。
第 2款 若干の考察
以上のように，時効期間の合意による変更に関してその意義等に言及し
ている学説は限られているが，以下順に若干の考察を試みたい。
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civile in La 	
de la prescription en civile : le chaos enfin 		?,
Dalloz, 2009, pp. 6577.
(62) A., La nouvelle	de la prescription :	ou	? in La
	
de la prescription encivile : le chaos enfin		?, Dalloz, 2009,
pp. 1124.
まず，Stoffel-Munck は，時効期間の合意による変更の機能の 1 点目に
おいて「時代錯誤に陥った長すぎる時効期間」を当事者が合意により短縮
することができると説明している。
(63)
ここで用いられていた「時代錯誤に陥っ
た長すぎる時効期間」とは，従来の一般期間である30年の消滅時効期間
を短期化するという今回の改正の趣旨説明の際に述べられていた根拠であ
る。そして，改正前において，取引実務上，保険契約に適用される時効期
間が長すぎることを理由に約款取引において時効期間が短期化されており，
判例もこれを認めていたことを受け，当時の学説においても同様の評価が
なされていた。
(64)
時効期間の合意による変更の機能として,「時代錯誤に陥っ
た長すぎる時効期間」を当事者が合意により短縮することができるという
Stoffel-Munck の指摘は，まさにこれまでのフランス法における時効期間
の合意による変更の歴史的経緯を踏まえたものであるといえる。ただし，
不十分であると評価されているとはいえ，
(65)
2008年改正により時効期間の
短期化・統一化がなされたことを踏まえると，少なくとも，改正直後にお
いて「時代錯誤に陥った長すぎる時効期間」を適切な期間に調整するとい
う機能が時効期間の合意による変更の中心的な機能であるとはいいがたい
であろう。ただし，今回と同様，技術等の進歩によりさらなる短期化が求
められるような契約が登場した際には，このような機能が期待されること
になろう。
以上の機能に加え，Stoffel-Munck は，短縮条項は，いかなる時効期間
が適用されるかが曖昧な混成した取引において時効期間を統合することが
できるという機能を有していると指摘する。
(66)
この指摘は非常に重要なもの
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(63) Ph. STOFFEL-MUNCK, supra note 60, p. 398.
(64) 拙稿・前掲注(１)77頁以下参照。
(65) Ph. MALAURIE et al., supra note 59, n1201, p. 706.
(66) Ph. STOFFEL-MUNCK, supra note 60, p. 398.
であると思われる。なぜなら，2008年法改正のきっかけとなった改正前
のフランス時効法の “chaos” の一因に，契約当事者間でいかなる時効期
間が適用されるのかが不明確であることを根拠に訴訟が起こされていたと
いうことがあるからである。これは，消滅時効期間に関する規定の数が
250にものぼることが原因であるとされていたが，それと同時に，当事者
間でなされた契約が民法典を含めた様々な法典に規定される契約のうち，
いずれに該当するかが不明瞭であるということを指していると理解するこ
とができる。そして，このような消滅時効期間の規定の適用に関する問題
は，新たな契約が生み出されるたびに起こりうるものである。わが国でも
典型契約に属さない契約については特別法が設けられ，その中で時効期間
が定められることがあるが，そのような対処がなされていない契約も数多
くみられる (たとえば，フランチャイズ契約，不動産開発契約など｡)。そ
のため，時効期間に関する規定を整備したとしても，法が予定していない
新たな契約の出現や，時効期間が異なる複数の契約が複合的に 1 つの契
約として締結されたときには，時効が紛争の火種となってしまいかねない。
その点，時効期間の合意による変更が当事者間で可能であれば，事前に契
約時などに時効期間を決めておくことで，少なくとも時効期間の長さに関
する紛争は回避することはできよう。以上のことから，Stoffel-Munck の
2点目の指摘は非常に重要なものであると考えられ，我が国の議論にも大
いに参考になるものと評価することができる。
次に Leveneur は, 契約外債務や取得時効の場面においても, 時効期間
の合意による変更が登場しうることを指摘する。
(67)
このような指摘は2008
年改正以前にはなされていなかったものである。
契約外債務には, 事務管理や不当利得, 不法行為責任などが含まれるが,
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(67) L. LEVENEUR, supra note 61, pp. 6577.
たとえば, 不法行為責任に関する時効期間について考えてみる。不法行為
責任に関する時効期間については, (a) 契約関係にない以上, 損害が発生
した後に当事者間で合意するか, もしくは (b) あらかじめ一方的に一定
期間しか責任を負わないということを明示しておくことが考えられる。(a）
の場合, フランス民法典2238条１項において,「時効は, 紛争発生後にお
いて当事者が調停または斡旋を行うことで合意した日から進行を停止する」
との規定との関係が問題となろう。単に責任の期間を短縮するもしくは延
長するという趣旨で当事者間で合意がなされるのであれば同条との抵触は
ないと思われるが, 仮に和解等のための期間を確保するために時効期間を
延長するとなれば, 同条との関係が問題となるであろう。また, (b) の
場合は, もはや「合意による」変更とは言えない場面であり, 2254条が
予定している場面とは異なると考えられる。ただし, 実際のところ, 時効
期間の合意による変更は附合契約においてなされているのがほとんどであ
り, その実は約款等にあらかじめ設けられている時効期間変更条項を契約
の相手方が了承しているにすぎず, 当事者間において交渉等がなされた上
で時効期間が「合意」されているわけではない。そのため, そもそもフラ
ンスにおいて認められてきた「時効期間の合意による変更」とはどのよう
な場合を指しているのか, 果たして本当に「合意」が認められてきたのか
ということには注意が必要であろう。いずれにしても契約外債務における
時効期間の合意による変更については, これまで議論がみられなかったた
め, 今後のさらなる検討が必要となる。
また, 取得時効についてもこれまで議論はなされてきていない。取得時
効期間があらかじめ合意されるということは, 売買契約の場面が想定され
るが, 当事者間において取得時効期間を定める必要性がどこに求められる
のかということから検討する必要があろう。
最後に，2008年改正の目的である複雑な時効期間の規定を整理し，混
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沌とした状態を解消するというものに対して，時効期間の合意による変更
が弊害をもたらしかねないという の指摘は
(68)
重要なものと思われる。
すなわち，時効期間を統一するために，多くの短期消滅時効に関する規定
を削除したにもかかわらず，2254条により，当事者が合意で契約ごとの
時効期間を定めることができてしまうため，結果，時効期間の統一という
改正の趣旨を没却しかねないと は理解していると考えられる。た
しかに，約款取引においてはあらかじめ時効期間に関する条項が盛り込ま
れているため，当事者間において，ただちに時効期間に関する合意が紛争
の原因になることはないといえそうである。しかしながら，債権譲渡や差
押えといった第三者が債権に関与してきた場面にまで対象を広げてみると
どうであろうか。たとえば，債権譲渡を受けた者が債務者に対して金銭の
支払いを求めた場合に，原債権者と債務者との間で定められた時効期間の
満了を新債権者に対抗することができるであろうか。譲受人たる新債権者
に調査義務を課せば解決する問題なのか，それとも，あくまでも時効期間
に関する合意には相対効しかなく，第三者が登場した場合，特に債権者の
変更をもたらすような場合には，一般の時効期間に服するとすべきか，さ
らには債権の譲受人の善意・悪意を考慮すべきかなど，この指摘により提
起される問題は数多く，この点についての議論はほとんど見られない状況
にある。このような問題をはらんでいることを指摘したという点で，
の指摘は非常に興味深いものである。
以上のように，学説においては，時効期間の合意による変更がもたらす
メリットとデメリットが指摘されていた。そして，その指摘は我が国にお
いても同様にあてはまるものも多く，検討するに値するものであるといえ
るであろう。次節では，このような機能を有するとされる2254条に関し
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(68) A. 	
, supra note 62, pp. 1124.
て，いかなる点で訴訟が起こっているのかを整理する。
第 3節 近時の裁判例
以下では改正後の状況を把握するため，2254条の適用が問題となった
裁判例に限定して考察を行う。
第 1款 裁判例の概要
①エクス＝アン＝プロヴァンス控訴院2013年 5 月30日判決
(69)
ヨットハーバーの管理を依頼された会社にヨットハーバーの持ち主が損
害賠償請求をしたことに対し，管理会社が「管理契約において定められた
役務提供者が責任を負うべき損害をもたらす事実については，依頼者が書
留書簡によって 3 日以内に通知しなければならず，この期間が経過した
場合にはすべての主張は排除される (forclos)」との契約条項に基づき，
依頼者に対しての賠償義務を負わないと主張した。この契約条項につき裁
判所は，損害の事実につき主張するために契約により定められた期間 (３
日) は，合理的な (raisonnable) 制限を超えたものであり，民法典2254条
により，当該規定は依頼会社に対抗することはできないと判示した。もっ
とも，そもそも本事案において発生したとされる損害は，局地的豪雨によ
り発生したものであり不可抗力によるものであるため，賠償義務はそもそ
も発生していないとも判示している。
②破毀院商事部2013年10月15日判決
(70)
賃貸借契約における賃借人の保証人となった銀行が，賃借人の未払い賃
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(69) CA Aix-en-Provence, 30 mai 2013, JurisData : 2013022581.
(70) Cass. Com., 15 oct. 2013, JurisData : 2013022802.
料についての支払請求を受けたところ,「契約により定められた期間 (３
か月)，自身は保証債務の履行を求められなかった」ため，賃貸人の請求
は認められないとして争った。これにつき破毀院は,「『契約当事者の一方
または他方によりなされる賃貸借契約の契約期間満了前に起こり得る解除
の効果が発生する日から 3 か月を満期として，本契約 (保証契約) は失
効し，もはやいかなる原因によっても危険にさらされない』との契約条項
が本件保証契約においては定められているが，本件契約は保証契約であり，
民法典2254条の適用を受けるため，時効期間を 1 年より短くする合意は
認められない」として，銀行の主張を斥けた。
③ドゥーエ控訴院2015年 2 月20日判決
(71)
フランス国内における営業販売のために雇用された従業員 (以下，元従
業員とする) が成績不振を理由に解雇されたことを受け，使用者に対して
賃金や損害賠償を求めたところ，使用者は，自社との契約においてはオラ
ンダ労働法が適用され，同法677条 5 項に規定されている「賃金に関する
あらゆる訴権は 6 か月の経過により時効にかかる」との規定により，元
従業員の請求は認められないと反論した。これに対して，元従業員は，フ
ランス法の適用を主張し，フランス民法典2224条，
(72)
2254条を根拠に 6 か
月で時効にかかるとする条項はフランス法の強行規定に抵触するものであ
るため認められないと主張した。裁判所は，1980年 6 月19日のローマ条
約において準拠法の選択が当事者にゆだねられていること等を理由に，オ
ランダ法の適用を認め，すでに 6 か月の期間が経過しているため，労働
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(71) CA Douai, 20 . 2015, JurisData : 2015006116.
(72) 2224条「人的訴権または動産に関する物的訴権は，権利者がその権利
の行使を可能とする事実を知り，または知るべきであった時から， 5年で
時効にかかる｡」
者の有する賃金等に関する訴権はすでに時効にかかっていると判示した。
④コルマール控訴院2015年10月 7 日判決
(73)
銀行と顧客との契約において,「利息 ()，手数料 (commission)，
費用 (frais)，附帯金 (accessoire) に関する異議申立ては， 1 年で，つま
り，法定時効期間である 5 年より短い期間で，時効にかかる」との定め
があったときに，債務者の集団的債権決済手続 (	
collective) の
中で支払いを求められた場合に，銀行が当該短縮条項を援用し， 1 年を
もって時効期間が満了したと主張することが認められるかが争われた。こ
れにつき，裁判所は「民法典2254条により認められる時効期間の短縮は，
一定の支払訴権に関しては認められない。そして，集団的債権決済手続の
場合において，短縮された時効期間を債務者に対抗することはできない
(inopposable)」と判示した。
⑤モンペリエ控訴院2015年11月25日判決
(74)
本件では，万国郵便条約17条の規定に
(75)
従い設けられた,「書留郵便に関
する責任訴権は差出しの日から 6か月以内に行使されなければならない」
とする条項の有効性が争われた。この条項の有効性につき裁判所は以下の
ように判示した。すなわち，当該契約には消費法典の適用があり，消費法
典 L. 1371条 (現 L. 2181) 条は民法典2254条の適用を排除している。そ
のため，当該契約における時効期間は民法典2224条に従って 5 年とされ，
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(73) CA Colmar, 7 oct. 2015, JurisData : 2015022596.
(74) CA Montpellier, 25 nov. 2015, JurisData : 2015028748.
(75) 万国郵便条約第17条 調査請求「 1 郵政庁は，調査請求が，郵便物
の差出しの日の翌日から起算して 6か月以内に提出されることを条件とし
て，自国の郵政庁または他の郵政庁の業務として取り扱った郵便物に関す
る調査請求を受理する義務を負う｡」
フランス郵政公社が自身に対する責任訴権の時効期間を 6 か月とした条
項は無効である。
⑥リヨン控訴院2016年 3 月25日判決
(76)
本件では，商務官 (commerciale) として採用された従業員によ
る手数料 (commission) の追加支給の請求が認められるかにつき,「変動
する報酬の額についての異議申立ては支払いの日から 3 か月以内になさ
れなければならない」とする契約条項の有効性が争われた。この契約条項
の有効性につき裁判所は，2254条 1 項により当事者は 1 年以上10年以下
の間で時効期間を合意により変更することはできるが，従業員の支払いま
たは返還請求権に関しては認められないとしたうえで，たとえ上記のよう
な契約条項があったとしても，追加支給の請求が妨げられることはないと
判示した。
⑦破毀院商事部2016年 3 月30日判決
(77)
Ｘ会社が公認会計士の任務懈怠により生じた損害の賠償を当該公認会計
士の所属するＹ会社に求めた。これに対し，Ｙ会社は，本件損害はＸ会社
の監査役とＹ会社の代理人が参加した会議の日，つまり2010年 5 月26日
の時点で明らかとなっているため，権利行使期間 (	de forclusion) の
起算点はその日となる。そして，契約条項には，賠償請求は損害の発生を
知った日から３か月以内に行わなければならないと定めてあるため，Ｘ会
社が賠償請求をした2011年６月１日には，当該期間はすでに満了してお
り，Ｘ会社の請求は認められないと主張した。この主張に対して，Ｘ会社
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(76) CA Lyon, 25 mars 2016, JurisData : 2016005647.
(77) Cass. Com., 30 mars 2016, JurisData : 2016006725.
は，３か月という期間はあまりに短い期間であり，ヨーロッパ人権条約６
条 (公正な裁判を受ける権利) に反しており，また，民法典2254条１項
により，時効期間を１年より短く短縮することはできないと反論した。
これにつき破毀院は，損害を知ってから訴えるまでの期間については，
有効な期間があったと認められなくはなく，また，本件期間は権利行使期
間 (forclusion) であるため，民法典2254条の適用はないと判示した。
第 2款 若干の考察
以上が2254条の適用が問題となった裁判例の概要である。まずは，裁
判例全体を通じての評価をした後，個々の事案について若干の考察を試み
たい。
まず，全体に共通していた点として，各裁判例において登場した契約は
すべて附合契約であったことに注目したい。結論こそ区々であったが，時
効期間の合意による変更が試みられる場面は，附合契約であることが一般
的であるということが裁判例からはいえるのではないであろうか。このよ
うな傾向は，2008年改正前と変わっておらず，改正前後を通じて，やは
り，時効期間の合意による変更は附合契約の場面で登場するものであり，
個々人間の取引では見られないものであるということがいえるのではない
か。また，2008年改正の趣旨説明において，附合契約における短縮条項
の危険性が指摘されていたにもかかわらず，改正後も，合理的な期間を下
回る期間が設けられていた事案が存在したことも指摘しておきたい。
次に，合意の対象とされた期間の性質に着目してみたい。①の事例にお
いて定められていた期間は，依頼者側に課せられた，損害賠償請求権を発
生させるための (損害が発生したことの) 通知の期間であって，当該期間
内に通知をすれば，発生した損害に対する賠償請求をすることができると
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いう形態がとられていたと理解することができる。このことからすると，
通知がなされて初めて依頼者は管理会社に損害賠償請求をすることができ
るとされていることから，消滅時効期間とは異なる期間，すなわち，権利
発生のための手続きをなさなければならない期間として設けられたもので
あったといえるであろう。⑦の事例においては任務懈怠に対する損害賠償
請求権の行使について損害を知った日から３か月のうちに行使されなけれ
ばならないとの条項につき，当該条項は forclusion に関する合意であり，
2254条の適用はないとされた。①⑦を比べると，債務不履行に基づく損
害賠償請求権に関する期間ではあるものの一方に対しては2254条の適用
があり，他方にはその適用が認められないとされている。両者の違いは，
それぞれの契約条項の文言にみられる。すなわち，①の事例においては通
知をしなければならないとされていたのに対し，⑦の事例では賠償請求を
しなければならないとされている。すなわち，通知によらなければ権利が
発生しないか，もしくはすでに権利は発生しているかという違いである。
両者の違いをふまえるなら，①の場合においては2254条の適用はなく，
⑦の場合においては2254条の適用があるように思われるが，実際の裁判
所の判断はその反対であった。損害賠償請求権ではないが，すでに発生し
ている権利に対する期間制限に関する②判決においては，2254条の適用
があるとされている。そのため，裁判例の事案や判旨からでは，いかなる
場合に2254条の適用が認められるのかが判然としない状況にあるといえ
る。いかなる場合に時効期間の合意による変更が認められるのかが不明瞭
であるということについては，④判決もその問題にかかわるものであると
いえよう。少なくとも，判旨をみるかぎり，いかなる根拠に基づいて集団
的債権決済手続きにおいて短縮条項の有効性を主張することができないの
かにつき明らかにされたとは言い難い。他方で，③判決のように準拠法の
問題であったり，⑤判決での消費法典の適用による2254条の排除，⑥判
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決での2254条 3 項の適用による同条 1 項の排除については明文の規定が
機能しており，その判断は比較的容易になされているといえる。
以上の裁判例からいえることは，時効期間の合意による変更が認められ
るか否かについては，法定されている2254条 1 項の適用除外の場面以外
でも判断する必要があるが，その基準については不明瞭な点も残されてお
り，また，当事者の合意の限界・制限を定めることが非常に困難であると
いうことである。改正後においても附合契約に関し時効期間の合意による
変更がなされており，濫用的な長さを定める条項もみられることからも，
いかに合意を制限すること，また，妥当な基準を設けることが困難である
か指摘することができるであろう。
また，先にも指摘した附合契約の場面に特化するかたちで，時効期間の
合意による変更に関する争いが見られた点についてであるが，現代社会で
の大半の取引が消費者契約もしくは事業者間取引であることにかんがみれ
ば当然の結果とも思われる。しかしながら，そうであるならば一般法たる
民法典に時効期間の合意による変更に関する2254条が設けられた意味は
どこに求められるのかということを考える必要があるのではなかろうか。
このことは，解釈上，一般に時効期間の合意による変更を認めてもよいと
の考えが多数を占めるとされる我が国に
(78)
おいても同様のことがいえるので
はないであろうか。仮に，一般に時効期間の合意による変更を認める必要
性が乏しいか，もしくは特別法等に委ねるべきであるにもかかわらず，広
くこの合意による変更を認めるべきであるとし，これを根拠に消滅時効制
度の存在理由は変化しているとするならば，そのような評価は時効期間の
合意による変更に関する解釈にとどまらず，消滅時効制度全体の在り方に
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(78) 我妻・前掲注(１)452453頁，幾代・前掲注(１)548549頁など。
も影響を及ぼしかねない。そのため，時効期間の合意による変更を認める
必要性と併せて，それによりもたらされる他の時効に関する規定への影響
も十分に検討する必要があるといえるであろう。
第 4章 分析
第 1節 分析
以上，本稿では，2008年改正後における時効期間の合意による変更の
議論状況を概観した。再度，学説・裁判例からみえてきた「時効期間の合
意による変更」の機能と問題点を整理しておきたい。
まず，機能については，主に学説において，以下の 3 点があげられて
いた。すなわち，(a) 時効期間を取引の実情に応じた長さに調整すること
ができる，(b) 複合契約などの場面において，時効期間を事前に定める
ことができる，(c) 契約外債務や取得時効の場面においても時効期間の合
意による変更が可能である，というものである。なかでも，(b) の機能
は，契約の性質が定かではない複合契約が多く用いられる現代取引におい
て，時効期間をめぐる不要な争いを事前に回避しうるというものであり，
今後も新しい契約が生まれることが予想されるところ，消滅時効が紛争解
決のための制度として運用されていく上で，有用なものであると評価する
ことができるのではないであろうか。
次に，問題点としては学説・裁判例の分析から以下の３点が考えられる。
すなわち，(d) 時効期間の多様性を解消し，消滅時効制度により生じて
いる混乱を解消するという2008年改正の趣旨を没却しかねない，(e) (d)
との関係で，第三者が時効期間の変更された債権について利害関係を有す
るに至った場合の処理が不明瞭であること，(f) そもそもいかなる場合に
「時効期間」の合意による変更ができるのかというものである。
以上の各点につき，(d) 時効期間の合意による変更を認めることで，
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時効期間の多様性の解消という改正趣旨を没却しかねないこと，そして，
(e) より具体的には第三者との関係をどのように扱うべきかという問題
について，簡単な例を挙げて考えてみたい。
ＡがＢに対して1000万円の貸し付けを行った際，ＡＢ間で本件貸付に
より生じるＡの貸金返還請求権の時効期間を 2 年と定め，弁済期は貸し
付けより 6 か月後とした。本件貸付から 1 年後，ＡがＣに当該債権を譲
渡した。この債権譲渡から 2 年が経過した後，ＣがＢに対して弁済を求
めたところ，ＢはＡＢ間で定めた 2 年の時効期間がすでに経過している
として，消滅時効を援用した。
このとき問題となるのが，債権譲渡があった場合に，譲受人であるＣが
時効期間に関する取り決めに従わなければならないかという点である。Ｃ
が仮にＡＢ間の取り決めにつき悪意であれば，Ｂの時効の援用を認めても
いいと思われるが，問題はＣが善意であったときである。このとき，Ｃの
善意を理由に，Ｂには一般の時効期間が適用されるとなると，反対にＢが
不意打ちを受けることとなってしまう。そこで，考えられる解決策として
は，債権譲渡の際に特段の合意については譲渡人に説明義務を課すという
ものや，Ｃの保護要件を善意無過失とし，両者の調整を図るというものな
どがあろう。しかしながら，重要なことは，時効期間が合意により変更さ
れたことにより，従来とは別の形の紛争が生まれてしまいかねないという
ことである。昨今の時効法改正の目的は，長すぎる時効期間の見直しに加
えて，複雑な消滅時効制度を整備しなおし，同制度の不備を理由に起こっ
ていた紛争の発生を防ぐことにあるのではないであろうか。先述のとおり，
時効期間の合意による変更にも紛争解決のための機能が備わっているとこ
ろ，一概に同制度が混乱を生むだけのものであると判断することはできな
い。しかしながら，合意を認めることでかえって新たな争いが起きかねな
い以上，あらかじめ第三者が登場した場合の取り扱いについても規定を整
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備すべきであろう。このような問題は明文の規定を設けたフランス法に限
られるものではなく，我が国においても，多数説のいうように時効期間の
合意による短縮が可能であるとするならば，同様の問題は起こりうること
となる。そのため，今後，時効期間の合意による変更と第三者との関係に
ついて検討する必要があるといえる。ここでは債権譲渡を例としたが，差
押えや債権者代位権などその他第三者がかかわりうる場面全体を通しての
検討が必要といえる。
(2) 次に，いかなる場合に「時効期間」の合意による変更が可能となる
のかが不明瞭である問題についてであるが，フランス法の状況からいえる
ことは，() 例外規定を設けることが非常に困難であること，() 他の
類似した期間と時効期間の区別が困難であることである。本稿で取り上げ
た裁判例だけでも，2254条の排除規程の適用があるか否かや，合意され
た期間の性質，合意された期間の長さなど，判断すべき要素は多岐にわたっ
ている。
とりわけ問題となるのは，時効期間と権利行使期間 (forclusion) との関
係ではないかと考えられる。わが国においても，権利行使期間に関する合
意は一般的に認められているとの理解があり，法制審議会においても同様
の発言がみられる。
(79)
それでは，両期間の差異はどのような点にあるのであ
ろうか。フランスの裁判例によれば，権利行使期間 (forclusion) であると
された場合，2254条 1 項の制限を受けることなく期間を定めることがで
きるため， 1 年を下回る期間を当事者が設定することが可能となる。こ
のとき，権利行使期間 (forclusion) が満了すると，どのような効果が発生
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(79) ただし，我が国における「権利行使期間」とフランスにおける
｢forclusion｣ が同一の性質の期間であるかどうかについては別途検討する
必要がある。
するのであろうか。フランスにおいては，権利行使期間 (forclusion) は，
制裁のための期間であるとの説明がなされており，時効期間とは異なるも
のであるとの説明がなされている。
(80)
実際，民法典2220条では，別段の定
めがないかぎり，権利行使期間 (forclusion) には時効の規定の適用はない
とされ，両期間は区別されている。しかしながら，権利行使期間満了によ
り権利を行使することができなくなるとするならば，その効果は時効にお
ける権利の消滅と異ならないのではないであろうか。すなわち，権利行使
期間 (forclusion) を１年より短く定め，実質的に2254条１項の下限 (１
年) を下回る合意をすることにより，類似した結果を招くことができるこ
ととなってしまうのではないであろうか。両期間の区別については，古く
に議論がなされていたが，2008年改正を受けて，近時，再び両制度の比
較に関する議論が活発になされている。
(81)
くわえて，依然として予定期間
(	
) との区別も曖昧であり，フランス法における期間の問題を
理解するには，各種期間の概念の整理が必要となってくるであろう。それ
ら議論の中では，消滅時効に関する研究では改正後あまり言及されていな
い消滅時効制度の存在理由等についても議論がなされている。そのため，
消滅時効と権利行使期間 (forclusion) の関係性を分析するためには，時効
の存在理由を考慮する必要があり，また，両者の区別を通して，消滅時効
制度の意義を明らかにすることが可能であるといえるのではないであろう
か。その際には，2220条が原則として時効の規定の適用を排除している
ことも併せて検討する必要があると思われる。
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(80) フランス法における “forclusion” と消滅時効の関係については次稿で
検討することとする。
(81) F., La distinction des de prescription, butoir et de
forclusion, LPA, 2009, n152, pp. 711 ; J., Clause de prescription,
forclusion conventionnelle et cautionnement, Dalloz, 2016, n12, pp. 682686,
etc.
第 2節 今後の課題
以上のように，フランス法の議論から時効期間の合意による変更には様々
な問題が存在しており，その多くがまだ十分に検討されてきていないとい
うことを指摘した。ただし，本稿もまた，2008年改正後のフランス法の
状況を概観することしかできておらず，改正後の議論を広く全般的に考察
しきれていない。たとえば，本文中においても触れたが，本稿で取り上げ
た学説は非常に限定的なものであり，また，問題の性質から手続法との関
係等にも考察の対象を広げる必要がある。さらに，本文でも指摘したが，
これまでフランスにおいて「時効期間の合意による変更」の場面とされて
きたのは，附合契約の場面であることから，時効期間については当事者間
での交渉を経て合意されたのではなく，提示されたものを契約の相手方が
承諾していただけである。そのため，フランスにおいて時効期間の合意に
・・
よる変更が認められてきたとの説明を今一度検討する必要があろう。その
ため，今後は，本稿での考察から明らかとなった検討課題 (時効期間の合
意による変更と債権譲渡，合意の対象としての時効期間と権利行使期間
forclusion) を分析し，時効期間の合意による変更が認められるか否か，
また，時効期間の合意による変更を認める必要性とその影響について一定
の見解を示したい。時効期間の合意による変更と第三者との関係について
は我が国の法制審議会でも問題視されていたものであり，第三者対抗要件
等との関連で検討する必要があろう。また，権利行使期間との関係につい
て，法制審議会において幾度か言及があったものの，時効期間との明確な
区別についてまでの踏み込んだ議論は見られなかった。そのため，従来よ
り議論のあるフランス法を参照することで我が国における問題を解決する
ための視座を得たい。ただし，我が国において用いられている「権利行使
期間」という語やフランスで用いられている「権利行使期間 (forclusion)｣
という語はともにいかなる性質の期間であるのかがあいまいなまま多用さ
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れているため，そもそもどのような性質の期間を念頭に議論が展開されて
いるのかをまずは明らかにする必要がある。そして，時効期間の合意によ
る変更という時効制度の根幹にかかわる問題の検討を通じて，消滅時効制
度の在り方を提示し，今後の消滅時効に関する解釈への視座を提供したい。
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論説
		
conventionnel de la 	
de la prescription extinctive
－au sujet du 
la 	du Code civil－
Ikuma KAWAKAMI
Table des 
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	
Chapitre 1 : Introduction
Chapitre 2 : Objectif de la 	du Code civil
Chapitre 3 : De 
la 	du Code civil
Chapitre 4 : Analyse
Au japon, le	de la prescription extinctive changera2020. La	
de la prescription extinctive sera
	dix anscinq ans. Mais il n’y a pas
d’article sur 		
conventionnel.
Au contraire, en France, 		
conventionnel de la 	de la
prescription extinctive a 

par la loi n2008561 du 17 juin 2008
portant	de la prescription en
	civile. La nouveau article 2254
1 du Code civil 	que la 	de la prescription peut 
	
	ou 	par accord des parties. Il y a plusieurs exceptions (par
exemple, l’article L. 1371 du Code de la consommation, etc.).
cette 	, il y a des jurisprudences en ce qui concerne la

de l’accord sur la 	de la prescription extinctive. En outre, la
jurisprudence aque cette accord est nul si ces exceptions ne se sont pas
mon avis, des 
	sont 
: cause de cela il y a
beaucoup de litiges entre des parties.
C’est ainsi que nous recherchont des
	de la
et aussi voulons
de suggestion au droit japonais.
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